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はじめに 

 
  旧聞に属することで恐縮であるが、平成

１０年８月２９日に日本を出発し、翌月の

９月１９日に帰国するまで、イギリスにお

いて文部省在外研究員（短期）の機会を与

えられた。主な研究の場所は、エジンバラ

大学アフリカ研究センター（Centre of Afri

can Studies）であり、その他、ロンドン近郊

のレディング大学やロンドン大学も訪問し

た。 

 研究題目は標題に掲げたとおりである。

そもそも私は中国近代教育史を専門に研究

してきている者であるが、女子教育の開発

にも強い興味をもってきた。教育開発のこ

とを少し勉強しようと思って参加したので、

上記標題のとおりの調査研究報告にはなら

ないかもしれないがお許し頂きたい。 

 ところで、これまでの中国教育に関する

歴史研究から、私はきわめて明快な結論を

持つに至っている。それは、経済発展の条

件は土地や資源の豊かな私的所有にあるの

ではなく、土地や資源を活用できる人材と

彼らの能力にあるのではないかということ

である。言い換えれば、その国や地域にお

ける教育のありかたが経済発展を決めるの

ではないかということである。近代中国に

おいては、教育の歩みは隣国日本に比べて

遅々たるものであった。そして中国の経済

発展も不十分であった。たしかに近代中国

において教育の発展を妨げたものは他でも

ない、日本を始め、西洋列強の中国侵略で

あった。また、清朝滅亡後、近代的な統一

国家の成立に手間取り、国民教育を担当す

る主体が不明であったという事情もある。

がしかし、中国はもう少し教育熱心でもよ

いのではないか。私は中国近代教育史を研

究するときいつも考えてしまう。そのため、

遅れた中国教育をねらっての国際競争が出

現した。今で言えば教育に対する開発援助

の競争である。中国への影響力や発言権、

自国側に立つ人材の養成をねらって、双方

の政府や民間団体が教育援助を競い合い、

日本と米国はついに戦争になってしまった。

このように教育援助が国際紛争の道具とな

る状況は現代のアフリカ諸国を見ても同じ

かもしれない。途上国は他国の侮りを招か

ないようにもう少し教育熱心でなければい

けないのではないか。        

 このような点から、現代国際社会におい

て発展途上国における教育開発の重要性は

いまさら言うまでもないことである。後述

する国際ネットワークＮＯＲＲＡＧは、そ

の開発戦略として教育訓練をきわめて重視

している。では、日本を含む先進諸国は何

ができるのかを考えてみたのがこの在外研

究であった。 

 

１ 教育訓練戦略について 

 
 教育における開発協力の変化について話

を聞きたいと思い、エジンバラ大学アフリ

カ研究センター嘱託研究員のCimon McGrat

h氏に会った。用意していった質問は、教育

援助の現状について変化が見られるのかど

うか、見られるとしたらいつ頃からか、そ

れはどこからどのような理由で起こったの

か、その実例はどこか、「北」の役割と「南」

の役割、国際ネットワーク構築の現状と拠

点的機能の機関、ＮＧＯの役割、大学の役

割、今後の展望などであった。          

 ①Basic Educationの重要性 
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  Basic  Educationは１９９０年タイ国ジ

ョムティエンでの教育に関する会議から

脚光を浴びるようになった。それは、世

界銀行の認識として、日本や韓国のtake o

ffの背後に両国における教育開発があっ

たことがあげられるという。世界銀行は、

１９６０年代は建物やいわゆるインフラ

の整備、１９７０年代はカリキュラムや

技術・職業教育の援助が中心であった。

どのようなタイプの教育がいいのか、世

界銀行では現在も議論が続いているそう

である。確かに、Basic Educationは識字と

計算の能力に効果があり、妊娠が少なく

なるので出生率を低下させる効果をもっ

ている。 

  しかし、Basic Educationのカリキュラム

は言語や算数、科学が中心であり、実業

教育がない。ケニアやガーナの八科目に

及ぶ普通教育は決して成功しているとは

言えない。イギリス開発省の政策は、ど

のような実際的カリキュラムが必要かを

考えるものである。大工仕事や伝統的な

スキルの学習の方が効率的で、可能性を

与えるのではないか。 

  このように発展途上国の経済発展上、

人権上すばらしいことであるが、Basic E

ducationの早期実現は困難というのがCim

on McGrath氏の意見であった。なぜなら

世界銀行では、開発予算をめぐる争いが

あり不協和音があるからであるという。

また、ケニアやジンバブエでは、国家予

算が減少し親の教育費支出も減少してい

る。学校を出て何になるのかと言うわけ

で、出席率が落ちているからでもある。

しかし、日本政府、ＪＩＣＡやスウェー

デン政府ではBasic  Educationの重要性を

打ち出しているので、英国人の彼とは、

この点でBasic  Educationに対する温度差

を感じた。 

 ②国際ネットワークの構築 

  １９８０年代後半から、北側諸国は、

援助効率をあげるために協力しあわなけ

ればならないという考えが生まれた。南

側諸国を北側で分担して援助するという

考えであったが、インドネシアのように

個々の北側諸国政府と交渉しようとする

国もあった。北側には、新しい国際機関

を作るよりも国際ネットワークの方が安

上がりという認識があった。こうして、

ＯＥＣＤ開発小委員会の政策理念に基づ

いて、一つの政策のもとに協力すること

になった。各国のエイジェンシーは政策

理念は同じであるが、実現方法は異なっ

ているという。その中で、大学の役割は

何かと聞いたら、アドバイザー、研究諸

結果の報告などの役割があり、人的ネッ

トワークで大学間をつなぐという答えで

あった。 

 ③アフリカ諸国の教育援助問題 

  education for allをめざして、初等教育に

対する援助が進んでいる。１９９７年の

ハンブルグ会議から成人教育が注目され

るようになった。初等教育と中等教育の

つながりなど、全体的包括的な見方が必

要である。アフリカの大学は危機的状況

であり、タンザニアの大学教員は副業を

もっているのが現状である。ガーナ大学

上級講師との共同研究で２年間の契約を

結び支払ったが、それは４年分の給料と

同じ額であった。教員養成もまた進んで

いない。南側の政策との関連も大きな問

題となっている。教育政策それ自身も、

タンザニアはＥＵが、ケニアはＤＦＩＤ

が作ったという。教育政策の実行につい

ては、アラブ系諸国では女子教育につい

て対立が見られ、うまくいっていないと

いう。 

  McGrath氏によれば、アフリカは日本や

韓国の例をあまりにもモデルにしてしま

って いるという。つまり、初等教育の
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普及に力がはいっているようであるが、

それでよいのかという疑問であった。大

学における専門教育などの遅れも相当あ

るということであろうが、アジアの経験

を簡単にアフリカに転移できないという

ことである。ちなみに、中国は人口が多

いせいもあるが、初等教育よりも高等教

育から整備されてきた歴史を持つ。 

 

２ ＮＯＲＲＡＧについて 

 
 ＮＯＲＲＡＧというのは、Nothern Resear

ch Review and Advisory Groupの意味であ

る。１９８６年に発足し、そのメンバーは

現在オーストリア、デンマーク、フィンラ

ンド、フランス、ドイツ、アイルランド、

イタリー、ノルウェー、スウェーデン、ス

イス、イギリスの会員からなっている。も

とは、カナダのResearch Review Advisory G

roupに始まる。これは、１９７７年に、Inte

rnational Development Research Centre が設

立したものである。現在のものは、the Swi

ss Development Cooperationのメンバーによ

って創設され、本部はジュネーブのGraduat

e Institute of Development Studies  にある。

１９９２年７月、スイス国内法のもとにそ

の設置が認定されており、国際的な活動団

体としてスイスに足場を持っている。スウ

ェーデンが資金援助を行い、南側の研究者

を北側とつないだこともあったが、現在は

スイスがＮＯＲＲＡＧに資金援助を行って

いる。私が訪問したエジンバラ大学アフリ

カ研究センター所長のKenneth King教授は、

その常任理事であり、機関誌 ＮＯＲＲＡＧ

ＮＥＷＳの編集をしている。 

 南側諸国における教育訓練を支えるため、

北側諸国の研究者、政府機関、実践者の間

の相互交渉を改善することがＮＯＲＲＡＧ

の目的である。ＮＯＲＲＡＧは大学や研究

センター、途上国機関、ＮＧＯに所属する

個人のネットワークといえよう。国内レベ

ルのＮＯＲＲＡＧと連携しつつ、さらに、

下記のような国際的なネットワークとも相

互交渉を持っている。 

 Educational Research Network for West s

nd Central Africa 

  Educatinoal Research Network in Eastern 

and Southern Africa  

  Southeast Asian Research Review and Ad

visory Group                           

      

 ではＮＯＲＲＡＧは実際どのような活動

をしているのかというと、次のとおりであ

る。 

１）南側における教育訓練に関して、北側

における政策についての研究の収集と分析 

２）教育訓練戦略に関する共同研究の募集

と管理 

３）北側と南側に関する情報の普及 

４）北側の政府やＮＧＯ、その他の諸団体

に対する教育訓練戦略の唱道 

５）政府やＮＧＯ、その他の諸団体への助

言 

６）情報の共有、共同研究の実施、ネット

ワークの強化などのために、他のネットワ

ーク  との協力 

 このようなＮＯＲＲＡＧが成立した背景

として、英国開発省１９９７年の白書にあ

るように、北側に援助関係団体が一つの政

策のもとに協力すべきであるという考えが

あった。これは、ＯＥＣＤ開発小委員会の

政策理念にもとづくものである。また、新

しい機関を設立するよりも、ネットワーク

構築の方が安上がりであるという状況もあ

ったという。ネットワークに連なる各団体

は政策理念を同じにするが、実現方法を異

にすることで、それぞれの独自性を保つこ

とになる。ＮＯＲＲＡＧの経営資金につい

てはそれほど潤沢ではないということであ

り、年次大会は学会開催の時を利用してい
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るということであった。１９９４年から南

アフリカ共和国の二つの大学から研究者を

招聘し、共同研究をおこなっているが、そ

の中に女子教育のスペシャリストがいるそ

うである。 

 

３ 新しいパートナーシップについて 

 
 エジンバラ大学アフリカ研究センター所

長のケネス・キング教授は、開発援助にお

ける新しいパートナーシップの唱道者であ

る。キング教授の考えはまとめると次のよ

うになろう。 

 １９５０年代末ＥＣの開発政策は旧植民

地との関わりから地域性が強かった。また、

従来の開発援助は、北の先進国から南の後

進国へ一方的に行われるという片務性の強

いものであった。しかも植民地宗主国イギ

リスと被支配国アフリカといった特定の

国々の二国間援助が中心であった。しかし、

タイのジョムティエン会議以来、地域性を

超えたグローバルで且つ南側北側の双務性

にもとづく新しい援助の発想が求められた。 

  ①パートーナーの選択 

  これまでの二国間の豊かな結びつきの

代わりに、新しい双務性を実行できるかど

うか、 北側が伝統的歴史的に関わってき

た国々と異なる国を援助対象として選ぶこ

とができる かどうかが問われている。北

側がパートナーを選ぶとすると、どうなる

のであろうか。  南側が国内の貧困対策

の実施に積極的であるかどうかという点に

なろう。新しい南のパー トーナーが貧困

と民主主義の新しい基準に合致したとして

も、北はその新しいパートナー を引き受

けるかどうかは難しい。 

 ②新しい双務関係 

  新しいパートナーの発見はこのように

緊張があるが、うまくパートナーが見つ

かったとしても困難がある。新しく成立

する南北両国の双務関係は、長期にわた

る関係であり、これまでとは異なる。古

い双務関係は南側政府の民主主義に対す

る態度の変化につれて、北側からの長期

の援助をもたらすことが多かった。しか

し、新しい双務関係は共有すべき価値を

もつことが基本的な必要条件である。パ

ートナーシップの明白な基礎条件である、

共有すべき価値として人権尊重、ジェン

ダーからの視点、表現の自由、複数政党

制、アカウンタビリティの採用、法の支

配、腐敗への対策などがある。 

  これらの条件を欠いていること、つま

り貧困対策とともに平等と公正の確保が

欠ける ことは、相互の関係を全体とし

て危機に落とすことになる。国家と国家

の問題ではないが、市民社会のやり方と

して二国間の問題に関わってくる。教会、

人口流動、文化と教育の交流、環境に関

する協力、貿易、工業生産、旅行などの

問題に関わってこよう。 

 ③多様性をもった南北の結合 

  北側に住んでいる南側の人々と、南側

の国々との協力も望まれる。多様性をも

って南 北が結合しなければならない。

これは第三次元の開発協力と言えよう。

第三次元の開発 協力が後の拡大を見る

こと、そして一貫性をもって実施される

ことが課題である。一貫 性の問題につ

いては誰が率先すべきか、北側の主導と

なる担当省はどこかという問題が ある。

この問題は北側の行政における一連の改

革と切り離すことができない。つまり、

 援助、貿易、開発、外交などが再検討

されなければならない。そのために、Ｏ

ＥＣＤ諸 国における開発教育が必要で

あろう。 

  北側における開発教育の内容として、

開発とは南側の主体性を排除するもので

ないこ と、貧困の原因は南側だけのも
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のでないことという認識が必要である。

現在の開発教育 では南側への献身が強

調され、南側の健全な意識の発達を妨げ

ている。開発援助は平等 に南北にとっ

てグローバルな責任であり、開発教育は

南北共通の課題である。 

  このように北側の状況にも問題がある。

問題点をあげれば次のようである。南側

に対 して 

１ 人権に集中する。 

２ 統治形態に集中する。 

３ 西側の多エネルギー消費文化が

南側にどのような刺激や反感を

与えているかについて認識が薄

い。 

 ④広義の援助観 

  冷戦終了後の世界にあっては、北側諸

国、世銀、ＩＭＦからの強い要請で、グ

ローバ ルに自由貿易などが促進されて

いるが、開発協力の上で貢献していると

は言えない。経 済成長を支えるものと

して北側へ示唆を与える結果となる部門

とも言えない。グローバ ルな規模での

正当な分配とは何であろうか。開発の価

値あるメカニズムが、経済と社会 に対

して、また、南側にとって最小の基準に

なることが少ないのが現状である。北側

に とっては、成長の継続に関する確信

を変革するものとなることはあるけれど

も。 

  新しい枠組みには、弱点や不備や矛盾

がある。しかし、援助のやり方にあるイ

ンパク トを与え始めている。新しいパ

ートナーシップの背後にある援助の基準

は何か。北側の 援助プロジェクトより

も、国の南側開発計画の株主になろうと

する北側の関係者が多く いた。イギリ

ス政府ＤＦＩＤの１９９７年白書によれ

ば、あるプロジェクトの支援とい う考

えを変えなければならない。新しい開発

援助は広い分野にわたる計画、全体とし

て の経済を支援するものとなるもので

なければならない。従来の援助という狭

い枠組みで はなく、広義の援助観が必

要である。 

  ＥＵでも同じである。ヨーロッパの狭

い枠組みでの開発が北側の提供できる援

助の多 様性を損なってきた。ＥＵ諸国

のステータスの差と調和しないので、Ｅ

Ｕ諸国のほとん どが援助計画をもって

いない。これでは、新しいパートーナー

シップは急速には進まな いであろう。

また、途上国が自分の好む開発政策を進

めることが縮小される傾向になる。教育

訓練戦略が援助の中心になる方向性が見

えているが、かえって北側は注意深く、

南 側の自由の程度を引き下げる傾向が

あるからである。 

 ⑤新しいパートーナーシップの実践 

  教育訓練戦略のために、”the Horizon 

2000 Education Expert”としてタンザニアが

ＥＵ によって選ばれた。タンザニア政府

による計画への協力としては、basic educati

on部門、 中等教育部門で見られた。教育

機関にも合理的な改革が見られたが、少数

民族や障害者  の問題が残っている。 

  南アフリカ共和国も教育訓練戦略の候

補にあがっているが、まだ、明確に動き

出して はいない。インドでは、従来か

らの分散した北側の援助により、初等教

育の改革が進ん だ。英国による従来か

らの教育開発と一致する州単位の援助が

ある一方で、北側の新し い傾向と新し

い援助があり、両者の対立が考えられる。

援助者と国の実施能力、土地所 有権を

もつ州の参加があってはじめて、新しい

行動が導き出されるであろう。 

  このように見てくれば、教育訓練戦略

は全体として支持されていることがわかる。 

  Basic  educationでもhigher educationで
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も教育開発は期待してよいのである。 

 ⑥今後の課題 

 二つの注意点が考えられる。 

 １）教育開発への外的援助が増加するの

かどうか 

  北側は増えている。しかし、インドの

国内予算は削減されてきた。南アフリカ

共和国では外部援助を統合して予算化し

ており、自前の予算は少ない。南アフリ

カ共和国のような債務返済が外貨の４

０％を越えるような国では、真のパート

ナーシップは北側による債務の帳消しと

引き下げである事を示すものである。 

 ２）援助の分配についての再考 

  技術的な援助と国の能力の利用を再考

しなければならない。必要な技術援助とは

何か。 イギリスやデンマークによるプロ

ジェクトのスキルとは異なるものである。

スウェーデン はそれをアフリカの主催で

アフリカの責任で行った。スウェーデン白

書にはｃａｎ－ｄｏ －ｉｓｍが強く現れ

ている。スウェーデンは”アフリカに聞く”

を実践している。南側の 責任と能力の観

点から妥協と交渉が必要なのである。南側

は年度ごとの予算にしたがって 計画を継

続させる事が必要であり、北側は長期的な

実施計画の条件に従うという両者の対 応

が必要である。 

 新しいパートナーシップは今始まったば

かりである。capacity revolutionに点火するも

のは何か。本質的で内的な創造性を支える

ものは何か、capacity buildingが開発のキー

ポイントである。 

 

おわりに 

 
 イギリス滞在を通じて、キング教授の熱

意はよく理解できたが、しかし、そんなに

楽観していいのであろうか。疑問点を挙げ

ると 

 ａ 北側における新しいパートナーシッ

プは確定したものであろうか。 

 ｂ アフリカの変化は流動的で、不確定

ではないか。 

 ｃ 民主主義は外から形成されたもので

はなく、内部のダイナミズムによって形成

され   るとするが、ではその時期はい

つなのか。 

  また、開発協力におけるbasic  educationの

価値にも問題がないわけではないことがわ

かった。Basic educationに魅力を加えるのが

中等教育や高等教育である。中等・高等教

育の役割もまた重要であろう。アフリカル

ネッサンスはアカデミックルネッサンスを

伴っているのであろうか。初等教育の普及

だけに終わっていないだろうか。教育訓練

戦略ではジェンダーの公平性もよく指摘さ

れているが、本当に途上国は欲しているの

であろうか。教育の平等性と優秀性という

ことが言われる。ジェンダーの視点からの

平等性とともに、高くて広い能力の形成と

いう優秀性も要求されていよう。いずれに

しろ、途上国の力のすばらしさを認識する

ことの重要性に気がつかされたイギリス滞

在であった。             

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

        

 


